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確定給付企業年金（DB)と確定拠出年金（DC)

●企業年金には大きく「確定給付企業年金（DB）」と「確定拠出年金（DC）」の２つがあります。

●DBは規約で定められた給付を支払うために会社側が掛金を積み立て、運用を実施しますが、DCでは掛金は会社

が拠出し、運用主体は加入者（従業員）となります。また、給付も変動するという特徴があります。

変動（予測との乖離）掛
金
水
準

時間経過

確定給付企業年金（DB） 確定拠出年金（DC）

勤続年数

給
付
額

給付額
（固定）

通常掛金

運用収益

追加掛金

給付額
（変動）

勤続年数

運用収益
給
付
額

掛金

固定掛
金
水
準

時間経過

追加負担が生じない仕組み

＜DBとDCのイメージ＞ ・確定給付企業年金（DB）は給付が『固定』・掛金は『変動』
・確定拠出年金（DC）は掛金が『固定』・給付は『変動』
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DC拠出限度額について①（現在の拠出限度額）

● DC（確定拠出年金）は会社の税制の観点から拠出できる掛金は月額5.5万円までと決められております。

● 一方で、ＤＢに加入している場合は、拠出枠の半分をＤＢで使ったと見做し（ＤＢに拠出限度額という概念がないた

め）、企業型ＤＣに拠出できる掛金は一律で月額2.75万円までとなっています。

● そのため、企業間で比較すると給付実態を反映しているとは言えず、公平性の観点から課題とされていました。

＜現在のDCの拠出限度額のイメージ＞

企業型DC
月額5.5万円まで

設定可能 DBは一律
月額2.75万円
と見做し評価

【企業型ＤＣのみに加入】

企業型DC
月額2.75万円まで

設定可能

（注）図は会社員（第2号被保険者）のケースの一例を記載。中には上記に当てはまらないケースもありますので予めご了承くださ
い。また、ｉＤｅＣｏの加入を認めているケースでは「企業型ＤＣの掛金」を「企業型ＤＣの掛金＋ｉＤｅＣｏの掛金」と読み替えます。

合計5.5万円まで

【企業型ＤＣとＤＢに加入】

＜企業間の給付水準の比較イメージ＞

※企業型ＤＣとＤＢに加入しているケース

ＤＢの給付水準
の高いＢ社

ＤＢの給付水準
の低いＡ社

企業型DC
月額2.75万円まで

設定可能

実際のＤＢの
給付水準は低い

企業型DC
月額2.75万円まで

設定可能

実際のＤＢの
給付水準が高い

ＤＢの給付水準が高い方が
企業年金全体の給付を高く
することができ（税制メリッ
トを多く受けることができ）、
公平性の観点から課題
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DC拠出限度額について②（改正後（2024年12月以降）の拠出限度額）

● DBに拠出限度額はありませんが、改正後は「DB見合いの掛金額（法令上の名称：他制度掛金相当額、本資料：DB 

掛金相当額）」を計算し、「DB掛金相当額」と「企業型DC等（iDeCoの加入を認めている場合はｉＤｅＣｏを含む）」

の掛金合計が月額5.5万円を超えないように「企業型DC等」の掛金を設定する必要があります。そのため、DBの

給付水準によって、設定可能となる掛金の上限が変動することになります。

＜改正後のＤＣ拠出限度額のイメージ＞

※企業型ＤＣとＤＢに加入しているケース

ＤＢの給付水準
の高いＢ社

ＤＢの給付水準
の低いＡ社

企業型DC
月額2.75万円まで

設定可能

実際のＤＢの
給付水準は低い

企業型DC
月額2.75万円まで

設定可能

実際のＤＢの
給付水準が高い

＜現行の給付水準の比較イメージ＞

※企業型ＤＣとＤＢに加入しているケース

（注）ｉＤｅＣｏの加入を認めているケースでは「企業型ＤＣの掛金」を「企業型ＤＣの掛金＋ｉＤｅＣｏの掛金」と読み替えます。

ＤＢの給付水準
の高いＢ社

ＤＢの給付水準
の低いＡ社

企業型DC
の拠出限度額

ＤＢ掛金相当額

ＤＢ掛金相当額

月額5.5万円ま
でＤＣ拠出限度
額を拡大可能

月額5.5万円を
超過した部分の
ＤＣ設定は不可
となるよう改正

拠出限度額
が消滅

5.5万円まで
設定可能

給付水準に応じたＤＢの掛金に相当する額を算定

ＤＢの給付水準が高い方が
企業年金全体の給付を高く
することができ（税制メリッ
トを多く受けることができ）、
公平性の観点から課題
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●DC拠出限度額算定におけるDB掛金相当額の算定方法の基本的な考え方は以下のとおりです。

また、ＤＢ掛金相当額の算定方法については以下の通りとなります。

ＤＣの拠出限度額 ＝ 月額5.5万円 ー DB掛金相当額

ＤＣは、事業主掛金が個人ごとの資産と
して管理されるが、

ＤＢは、事業主が加入者全体を一つの集
団として財政運営を行う仕組み

DC拠出限度額の算定方法の考え方

DB掛金相当額の算定方法の基本的な考え方

2024.12以降を計算基準日とする財政再計算までは、簡易的な算定方法（1人当たり標準掛金）で代用することを認める

経過的な取扱い

✓ 標準掛金率が定額掛金である場合は、ＤＢ掛金相当額と標準掛金率は原則一致します。

✓ 千円単位で端数処理（千円未満四捨五入）をします。

✓ 算定の結果、ＤＣの拠出限度額がマイナスとなった場合にはゼロ円とする。

✓ 休職期間の場合でも加入者である限りＤＢ掛金相当額はゼロとしません。（制度全体で共通のＤＢ掛金相当額を適用）

✓ 標準掛金と同様、適正な年金数理に基づいて計算する必要があり、年金数理人の確認が必要となります。

✓ 予定利率がＤＢ掛金相当額に大きく影響しますので、適正かつ合理的に定められているか、これまで以上に厳格に求められます。

標準加入者の給付現価

標準加入者の人数現価
DB掛金相当額＝ ÷ 12（月額換算） 財政方式が

加入年齢方式の場合

DC拠出限度額の算定方法とＤＢ掛金相当額について
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24年23年22年21年

⚫従業員への周知
•DC拠出限度額見直し内容やDB掛金
相当額などを周知
•加入要件緩和 に よ り 個 人 型 DC
（iDeCo）に加入した者の拠出額が、
2024年12月以降に減少・停止される
ことを防止するため、事前周知を求め
られている

スケ
ジュール

周知

検討
事項

24年12月
DC拠出限度額見直し施行

21年7～9月
DC拠出限度額見直し
政省令・告示公布

22年10月
企業型ＤＣ加入者
個人型DC（iDeCo）の加入要件緩和

2020年5月に
法改正済み

ＤＣ掛金拠出枠

拡大先

ＤＣ掛金拠出枠

縮小先

24年12月以降に向けた制度変更検討
・退職一時金からの企業年金の移行割合引上げ、DC本人拠出枠拡大

特にDC拠出枠拡大先は、より柔軟な
DB・DCプランミックスの制度設計が
検討可能となる（移行割合変更等）

定年延長含め必要な制度変更は極力24年12月までに実施
・経過措置適用によるＤＣ掛金拠出枠の維持

●DC拠出限度額の見直しは2024年12月に施行予定とされ、また、2022年10月には企業型ＤＣ加入者の個人型

DC（iDeCo）への加入要件も緩和されます。 DC拠出限度額の見直しはｉＤｅＣｏの拠出限度額にも影響を及ぼすた

め、2022年９月までの間にＤＣ拠出限度額見直し内容に関する『従業員への周知』が求められています。

DC拠出限度額の改正スケジュール

⚫DB規約への規定（届出事項）
•規約変更事由発生先から順次DB掛金相当額額をＤＢ規約へ規定
•2024年12月の施行直前に規約変更が集中しないよう分散対応を求められている

２４年１２月以降にＤＢ等の給付設計又はＤＣ拠出限度額算定
方法の見直しを実施するまでは、従来通りＤＣの拠出限度額を
2.75万円とする経過措置あり。
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～2022/9末 ～2023/3末 ～2023/9末 ～2024/3末 ～2024/9末 ～2025/3末 ～2025/9末

企業型DC
導入先

企業型DC
未導入先

（参考）DC拠出限度額の改正に関する主なポイント

●ＤＣ拠出限度額改正に伴い、2022年９月までにＤＢ掛金相当額（算定結果は弊社からご案内）やｉＤｅＣｏの拠出限

度額縮小の可能性を周知する必要があり、2024年１１月までにＤＢ規約にＤＢ掛金相当額を規定する必要があります。

●ＤＣでは経過的に月2.75万円の上限を使用可能ですが、ｉＤｅＣｏには当該経過措置がないため留意が必要です。

<ＤＣ拠出限度額適用の主なポイント＞

Ｄ
Ｃ
拠
出
限
度
額
改
正
（
２
０
２
４
年
１
２
月
）

i

Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
加
入
要
件
緩
和
（
２
０
２
２
年
１
０
月
）

Ｄ
Ｂ
加
入
者
等
へ
の
周
知

Ｄ
Ｂ
規
約
変
更
期
限
（
届
出
）

2024年１１月までにＤＢ規約
にＤＢ掛金相当額の規定が必要

ＤＣ拠出限度額として月2.75万円を使用可能
（※）2024年１２月以降は給付設計の変更等を実施するまで
経過的に月2.75万円をＤＣ拠出限度額として使用可能。

iＤｅＣｏにはこのような経過措
置がないため、留意が必要

加入要件緩和によりｉＤｅＣｏに加入した者のｉＤｅＣｏ拠出額が減少・停止する
ことがあるため、2022年９月までに事前周知が必要
（※）ＤＢ掛金相当額（簡易な算定方法）について弊社から算定結果をご案内
致します。 （その後は、再計算ごとに洗い替えたＤＢ掛金相当額を周知）
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